
Ó．事業収益 59¶494¶915¶866 5¶634¶885¶372 6¶686¶605¶844 5¶894¶828¶851 77¶711¶235¶933 6¶774¶469¶559 84¶485¶705¶492

（主要な事業収益内訳）

１．運営費交付金収益 37¶283¶101¶125 4¶251¶451¶386 5¶534¶091¶483 5¶259¶394¶258 52¶328¶038¶252 6¶015¶928¶133 58¶343¶966¶385

２．受託収益 13¶839¶907¶559 1¶240¶722¶361 564¶332¶888 190¶983¶023 15¶835¶945¶831 ` 15¶835¶945¶831

３．研究収益 4¶626¶489¶509 50¶652¶071 512¶361¶151 99¶479¶828 5¶288¶982¶559 ` 5¶288¶982¶559

４．財務収益 ` ` ` ` ` ` `

５．雑益 174¶783¶683 ` ` 2¶360¶500 177¶144¶183 749¶584¶338 926¶728¶521

Ô．事業損益 1¶480¶271¶530 119¶961¶203 � 483¶038¶267 � 470¶758¶576 646¶435¶890 � 1¶457¶268¶015 � 810¶832¶125

Õ．総資産 36¶993¶559¶057 6¶794¶463¶303 4¶400¶634¶921 7¶407¶680¶871 55¶596¶338¶152 302¶681¶357¶820 358¶277¶695¶972

（主要な資産項目内訳）

１．現金及び預金 ` ` ` ` ` 16¶044¶049¶517 16¶044¶049¶517

２．建物 3¶180¶726¶045 232¶441¶968 576¶060¶097 1¶295¶143¶026 5¶284¶371¶136 132¶964¶544¶777 138¶248¶915¶913

３．機械及び装置 408¶232¶126 14¶591¶934 45¶772¶549 72¶886¶118 541¶482¶727 26¶331¶375¶470 26¶872¶858¶197

４．工具器具備品 28¶610¶594¶540 1¶045¶880¶907 3¶308¶703¶404 3¶220¶526¶754 36¶185¶705¶605 1¶210¶395¶996 37¶396¶101¶601

５．土地 ` ` ` ` ` 109¶034¶729¶180 109¶034¶729¶180

` 各セグメントにおける損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額は以下のとおりとなっております。
（単位：円）

第１号業務 第２号業務 第３号業務 第４号業務 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 ` ` ` ` ` 12¶694¶641¶896 12¶694¶641¶896

損益外減損損失相当額 ` ` ` ` ` 793¶000¶000 793¶000¶000

引当外賞与見積額 73¶356¶812 15¶542¶588 23¶289¶923 20¶004¶492 132¶193¶815 � 263¶250¶035 � 131¶056¶220

引当外退職給付増加見積
額

2¶471¶114¶566 297¶328¶254 618¶861¶231 493¶850¶622 3¶881¶154¶673 � 3¶697¶021¶808 184¶132¶865

a 損益計算書には、前中期目標期間繰越積立金取崩額6¶087¶666¶734円が計上されており、各セグメントにおける取崩額は、第１号業務：4¶276¶798¶849円、第２号業務：480¶243¶447円、第３号業務：
699¶088¶562円、第４号業務：626¶140¶190円、法人共通：5¶395¶686円となります。
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\ セグメント区分の方法
セグメントを業務に応じて第１号から第４号に区分しております。

] セグメントごとの業務内容
独立行政法人産業技術総合研究所法第11条第１項各号に掲げる下記の各業務
第１号業務：鉱工業の科学技術に関する研究及び開発並びにこれらに関連する業務を行うこと
第２号業務：地質の調査を行うこと
第３号業務：計量の標準を設定すること、計量器の検定、検査、研究及び開発並びにこれらに関連する業務を行うこと並びに計量に関する教習を行うこと
第４号業務：前三号の業務に係る技術指導及び成果の普及を行うこと
なお、第５号業務（産業技術力強化法（平成12年法律第44号）第２条第２項に規定する技術経営力の強化に寄与する人材を養成し、その資質の向上を図り、及びその活用を促進すること）につい
ては、上記業務と一体となって実施するものであることから、上記金額に含めております。

^ 事業費用のうち、法人共通は配賦不能の費用であり、その主なものは管理部門の経費であります。
事業収益のうち、法人共通は配賦不能の収益であり、その主なものは管理部門の収益であります。

_ 総資産のうち、法人共通は各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主なものは現物出資資産および現預金であります。
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